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リスク評価が重要な理由

• なぜ、レベル1、レベル2、レベル3？
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環境への放射性物質の放散

公衆、環境への影響

レベル3PRA

レベル2PRA
原子炉格納容器

原子炉圧力容器

炉心

炉心損傷

レベル1PRA

地震、津波
他

機器故障、人的過誤

火災

経済産業省、総合資源エネルギー調査会、原子力小委員会、原子力の自
主的・継続的な安全性向上に向けた提言 報告書（平成26年5月）より



原子力災害対策特別措置法
（平成26年11月21日改正）

• 原子力災害の特殊性にかんがみ、原子力災害の予
防に関する原子力事業者の義務等、原子力緊急事態
宣言の発出及び原子力災害対策本部の設置等並び
に緊急事態応急対策の実施その他原子力災害に関
する事項について特別の措置を定めることにより、核
原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法
律 （昭和三十二年法律第百六十六号。以下「規制法」
という。）、災害対策基本法（昭和三十六年法律第二
百二十三号）その他原子力災害の防止に関する法律
と相まって、原子力災害に対する対策の強化を図り、
もって原子力災害から国民の生命、身体及び財産を
保護することを目的とする。
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核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に
関する法律（平成26年6月13日改正）

• 原子力施設において重大な事故が生じた場合に放射性物
質が異常な水準で当該原子力施設を設置する工場又は
事業所の外へ放出されることその他の核原料物質、核燃
料物質及び原子炉による災害を防止し、及び核燃料物質
を防護して、公共の安全を図るために、製錬、加工、貯蔵、
再処理及び廃棄の事業並びに原子炉の設置及び運転等
に関し、大規模な自然災害及びテロリズムその他の犯罪
行為の発生も想定した必要な規制を行うほか、原子力の
研究、開発及び利用に関する条約その他の国際約束を実
施するために、国際規制物資の使用等に関する必要な規
制を行い、もつて国民の生命、健康及び財産の保護、環
境の保全並びに我が国の安全保障に資することを目的と
する。
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性能目標を認識
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（改正炉規法の要点）

目的：「重大な事故が生じた場合に放射性物質が異常な水準で当該原子力施設を設置する工場又は事業所の
外へ放出されることその他の核原料物質、核燃料物質及び原子炉による災害を防止」（法第１条）

許可の基準：「重大事故（発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の原子力規制委員会規則で定める重大な
事故）の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力」（法第４３条の

３の６第１項第３号）

「発電用原子炉施設の位置、構造及び設備が核原料物質若しくは核燃料物質によって汚染され
た物又は発電用原子炉による災害の防止上支障がないものとして原子力規制委員会規則で定
める基準」（法第４３条の３の６第１項第４号）

（有効性の評価に係る基本的考え方）

著しい炉心損傷を伴わない設計基準超事故（多重故障又は共通原因故障による安全機能喪失）の発生を想
定し、炉心損傷の防止対策の有効性を評価する。

著しい炉心損傷等の発生を想定し、格納容器破損の防止対策の有効性を評価する。

第3回発電用軽水型原子炉の新安全基準に関する検討チーム会合
資料2 炉心損傷及び格納容器破損防止対策の有効性の評価の考え方について、平成24年11月9日
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6
第3回発電用軽水型原子炉の新安全基準に関する検討チーム会合、資料2、平成24年11月9日

炉心損傷防止対策の有効性の評価の流れ
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第3回発電用軽水型原子炉の新安全基準に関する検討チーム会合、資料2、平成24年11月9日

格納容器破損防止対策の有効性の評価の流れ

設計基準を大幅に超える外部事象
大規模な放射性物質放出



継続的な安全向上（リスクを管理する）
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設計基準事象

設置許可で確認

安全目標

新知見と運転経験
に基づくリスク管理

リスク評価

深層防護第４層
リスク管理

リスク上重要な
シナリオ

許容できる程度に
リスク管理

残留リスク

深層防護第５層
緊急計画・対応

知識の欠如
不確かさ

想定事象
の見直し

対処しない
理由



リスク評価が重要な理由

• 合理的で実行可能な防災計画はリスク評価から得られる

• よってフルスコープPRAが必要
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環境への放射性物質の放散

公衆、環境への影響

レベル3PRA

レベル2PRA
原子炉格納容器

原子炉圧力容器

炉心

炉心損傷

レベル1PRA

地震、津波
他

機器故障、人的過誤

火災

経済産業省、総合資源エネルギー調査会、原子力小委員会、原子力の自
主的・継続的な安全性向上に向けた提言 報告書（平成26年5月）より



リスク評価が関わるべき難題

• PRAを適用できない事象

• 残存リスク

• 緊急時計画・対処

• 定量的リスク評価は(P)RAだけではない

– 外的事象、核燃料施設、人的事象、・・・

• 安全目標に取り組まざるして・・・

• フルスコープPRAは不可欠


